
外
国

弁
護

士
規

制

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

，
タ
イ
，
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
け
る
外

国
弁

護
士

規
制

及
び
日

本
弁

護
士

の
活

動
状

況

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

外
国
弁
護
士
の

活
動
方
法

○
次

の
方

法
に
よ
り
，
下

欄
記

載
の

業
務

を
行
う
こ
と
が
で
き
る

①
法
務
省
の
LS
RA

（
Le
ga
l S
er
vi
ce
s

Re
gu
la
to
ry

Au
th
or
ity

）
に
登

録
す
る

②
FP
E（
Fo
re
ig
n 
Pr
ac
tit
io
ne

r 
Ex
am

in
at
io
n）

に
合

格
す
る

○
そ
の

他
，
現

地
の

法
曹

資
格

を
取

得
し

た
り
，
イ
ン
ハ

ウ
ス
（
法

曹
資

格
不

要
）
の

弁
護
士
と
し
て
活
動
す
る
こ
と
も
可
能

○
外

国
弁

護
士

は
，
タ
イ
人

が
経

営
す
る

法
律

事
務

所
に
雇

用
さ
れ

る
か

，
タ
イ
人

と
共

同
し
て
（
資

本
の

過
半

数
を
タ
イ
人

が
出

資
）
，
現

地
法

人
の

法
律

事
務

所
を
設
立
す
る
こ
と
で
活
動
で
き
る

○
外

国
弁

護
士

は
，
現

地
法

律
事

務
所

に
雇
用
さ
れ
る
と
い
う
形
態
で
活
動
で
き
る

そ
の

場
合

に
は

，
弁

護
士

会
が

実
施

す
る
倫

理
試

験
に
合

格
し
，
そ
の

推
薦

状
を
得

た
上

で
，
法

務
人

権
大

臣
の

許
可

を
得

る
必

要
が

あ
る

○
な
お
，
外

国
人

は
現

地
の

法
曹

資
格

を
取
得
で
き
な
い

外
国
弁
護
士
の

業
務
範
囲

（
上

欄
①

，
②

に
対

応
）

①
原

資
格

国
法

，
国

際
法

に
関

す
る
法

律
サ
ー
ビ
ス
の
み
提
供
で
き
る

②
会

社
法

，
商

法
等

，
一

定
範

囲
の

シ
ン

ガ
ポ
ー
ル
法

の
取

扱
可

（
た
だ
し
，
所
属
事

務
所
に
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
法
の
取
扱
資
格
が
必
要
）

○
外

国
人

は
，
法

律
，
訴

訟
に
関

す
る
業

務
に
従
事
で
き
な
い

○
実

情
，
外

国
弁

護
士

は
法

律
に
関

す
る

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
業

務
の

み
行
っ
て
い
る

（
タ
イ
で
は

，
法

曹
資

格
が

な
く
て
も
，
同

業
務

を
行

い
得

る
）

○
原

資
格

国
法

，
商

事
・
仲

裁
分

野
に
お

け
る
国
際
法
に
関
す
る
法
律
サ
ー
ビ
ス

の
み
提
供
で
き
る

○
そ
の

他
，
毎

月
１
０
時

間
以

上
の

無
償

法
律
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
義
務
が
あ
る

外
国
弁
護
士
事
務
所

に
関
す
る
規
制

下
記

の
形

態
に
よ
り
法

律
事

務
所

を
設

立
で
き
る
（
い
ず
れ
も
LS
RA

に
登
録
が
必
要
）

①
RO

（
Re

pr
es
en

ta
tiv

e
O
ffi
ce
）

※
市

場
調

査
等

し
か

行
う
こ
と
が

で
き
な
い

②
FL
P（

Fo
re
ig
n 
La
w
 P
ra
ct
ic
e）

※
外
国
法
に
関
す
る
業
務
を
行
う

③
FL
A（

Fo
rm

al
 L
aw

Al
lia
nc
e）

と
JL
V

（
Jo
in
t L
aw

 V
en

tu
re
）

※
FL
A：

現
地
事
務
所
と
FL
Pが

互
い
に
独
立
性

を
保
ち
つ
つ
，
共
同
関
係
を
構
築

JL
V：

現
地
事
務
所
と
FL
Pが

共
同
で
会
社
を

所
有

④
Q
FL
P（

Q
ua
lif
yi
ng

 F
or
ei
gn

 L
aw

Pr
ac
tic
e）

※
Q
FL
Pラ

イ
セ
ン
ス
の
取
得
が
必
要
。
雇
用

す
る
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
法
弁
護
士
を
通
じ
，

一
定
範
囲
の
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
法
の
取
扱
可

○
外

国
の

法
律

事
務

所
の

参
入

は
，
外

国
人

事
業

法
に
よ
り
，
規

制
さ
れ

る
○

外
国

弁
護

士
は

法
律

事
務

所
を
開

設
で
き
な
い

資料２－３



日
本

弁
護

士
の
活

動
状

況

日
系
企
業
等

の
進
出
状
況

○
商
工
会
議
所
に
登
録
し
て
い
る
日
系
企

業
は

８
０
３
社

（
２
０
１
４
．
９
）
，
う
ち
中

小
企
業
は
約
２
０
０
社

○
商
工
会
議
所
に
登
録
し
て
い
な
い
中
小

企
業
や
ベ
ン
チ
ャ
ー
企

業
数

は
３
０
０
０

社
と
も
言
わ
れ
，
増
加
傾
向
に
あ
る

○
在
留
邦
人
は
３
万
１
０
３
８
人
（
２
０
１
４
．

８
）

○
盤
谷
日
本
人
商
工
会
議
所
に
登
録
し
て

い
る
日
系
企
業
は
１
５
８
２
社
（
２
０
１
４
．

１
０
）

○
商
工
会
議
所
に
登
録
し
て
い
な
い
企
業

も
含
め
れ
ば
，
５
０
０
０
～
７
０
０
０
社
と
も

言
わ

れ
る

○
在
留
邦
人
は
４
万
９
９
８
３
人
（
２
０
１
２
）

○
株
式
会
社
帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
の
調

査
で
は
，
１
７
６
３
社
（
２
０
１
４
．
６
）

○
ジ
ャ
カ
ル
タ
ジ
ャ
パ
ン
ク
ラ
ブ
の
法
人

部
会

の
会

員
は

，
５
９
５
社

（
２
０
１
４
．
１
１
）

○
中

堅
・
中

小
企

業
の

進
出

が
増

加
傾

向
に
あ
る

○
在
留
邦
人
は
１
万
６
２
９
６
人
（
２
０
１
３
）

日
本
弁
護
士
（
法
律

事
務
所
）
の
活
動
状
況

○
６
つ
の
日
系
法
律
事
務
所
が
進
出

（
う
ち
５
つ
は
大
規
模
法
律
事
務
所
）

・
マ
レ
ー
シ
ア
法
弁
護
士
や
イ
ン
ド
法
弁

護
士

等
を
抱

え
，
周

辺
国

の
法

律
サ

ー
ビ
ス
に
も
対
応
可
の
事
務
所
も
あ
る

・
周
辺
国
に
オ
フ
ィ
ス
を
開
設
し
て
い
る

事
務
所
も
多
い

○
そ
の

他
，
現

地
法

曹
資

格
を
保

有
す
る

弁
護

士
，
現

地
事

務
所

に
直

接
採

用
さ

れ
て
い
る
弁
護
士
も
い
る

○
少
な
く
と
も
８
つ
の
日
系
法
律
事
務
所

が
進
出
（
う
ち
４
つ
は
大
規
模
法
律
事
務

所
）

○
ジ
ャ
カ
ル
タ
に
８
名
の
日
本
弁

護
士

（
う
ち
５
名

は
，
日

本
の

大
規

模
法

律
事

務
所
か
ら
出
向
し
，
現
地
法
律
事
務
所

に
駐
在
）

日
本
弁
護
士
の

ニ
ー
ズ

○
大

企
業

の
多

く
は

，
社

内
に
法

務
部

が
あ
り
，
日

本
弁

護
士

の
ニ
ー
ズ
は

少
な

い
○

社
内
に
法
務
部
が
な
く
，
資
力
の
あ
る

企
業

は
，
日

系
法

律
事

務
所

に
依

頼
（
現

地
法

律
事

務
所

と
の

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

ト
業

務
）

○
中
小
企
業

の
大

半
は

専
門

家
の

法
的

支
援
を
受
け
て
い
な
い
状
況
で
あ
る
が
，

法
的

支
援

の
ニ
ー
ズ
は

非
常

に
高

い

○
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
業

務
と
し
て
以
下
の
よ

う
な
業
務
を
行
う
こ
と
が
可
能

・
タ
イ
へ

の
進

出
形

式
の

選
択

・
タ
イ
投

資
委

員
会

の
承

認
を
得

る
手

続
・

会
社

の
運

営
方

法
・

現
地

従
業

員
の

採
用

と
労
務
管
理

・
税

務
対

策
・

名
義

貸
し
を
め
ぐ
る
ト
ラ
ブ
ル

・
ビ
ザ

や
ワ
ー
ク
パ

ー
ミ
ッ
ト
の
問

題
・

現
地

法
人

の
買

収
や

Ｍ
＆

Ａ
・

現
地

日
系

企
業

間
の

契
約

書
の

作
成
，

チ
ェ
ッ
ク

等

○
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
弁

護
士
と

を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
業
務
が
中

心

○
日
本
弁
護
士
の
存
在
の
認
知
度
が
高
く

な
く
，
認

知
度

の
向

上
が

必
要

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ

イ
ン
ド
ネ
シ
ア



日
本

弁
護

士
の
活

動
の
可

能
性

（
調

査
を
実

施
し
た
弁

護
士

の
所

感
）

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

今
後

は
中

小
企

業
を
中

心
に
ニ
ー
ズ
は

拡
大

傾
向

に
あ
る
の

で
は

な
い
か

。
た
だ
し
，
今

後
，
現

地
法

律
事

務
所

と
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
構

築
す
る
日

系
企

業
が

増
え
れ

ば
，
そ
の

分
，
仲

介
役

と
し
て
の

機
能

を
担

っ
て
い
る
日

本
弁

護
士

の
役

割
は

淘
汰

さ
れ

て
し

ま
う
。
企

業
の

規
模

，
業

種
，
案

件
の

内
容

に
よ
っ
て
求

め
ら
れ

る
弁

護
士

の
ニ
ー
ズ
は

様
々

，
ど
の

ニ
ー
ズ
に
対

応
す
る
弁

護
士

と
な
る
の

か
，
情

報
収

集
し
な
が

ら
自

分
で
開

拓
す
る
こ
と
も
必

要
で
あ
ろ
う
。

タ
イ

日
本

弁
護

士
の

業
務

が
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
業

務
に
限

定
さ
れ

る
た
め
，
税

理
士

や
会

計
士

，
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
会

社
等

が
競

争
相

手
と
な
り
得

る
。
相

談
の

内
容

に
つ
き
，
政

府
機

関
と
の

や
り
と
り
が

必
要

と
な
り
，
ま
た
税

務
や

関
税

の
問

題
に
及

ぶ
こ
と
が

多
い
の

で
，
従

来
の

典
型

的
な
弁

護
士

の
よ
う
に
裁

判
所

で
の

仕
事

の
み

を
念

頭
に
お
い
た
法

律
家

と
し
て
活

動
を
す
る
だ
け
で
は

足
り
な

い
。
タ
イ
国

内
法

の
法

令
に
精

通
し
た
上

，
税

務
や

会
計

制
度

に
対

す
る
理

解
も
深

め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

外
弁

規
制

上
の

各
種

制
約

，
推

薦
状

取
得

に
つ
い
て
の

不
透

明
な
状

況
に
加

え
，
適

切
な
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
法

律
事

務
所

を
見

つ
け

る
こ
と
の

難
し
さ
を
考

え
る
と
，
日

本
弁

護
士

の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
進

出
の

難
易

度
は

非
常

に
高

い
。
一

方
で
，
ジ
ャ
カ
ル

タ
に
駐

在
す
る

日
本

弁
護

士
の

業
務

量
は

増
加

傾
向

に
あ
り
，
日

本
弁

護
士

の
ニ
ー
ズ
が

徐
々

に
顕

在
化

し
つ
つ
あ
り
，
日

本
弁

護
士

が
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
で
活

躍
す
る
将

来
像

も
十

分
に
あ
り
得

る
。
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